
新たに検討する指標に関する資料

資料５

18年 20年 25年

痩身傾向児の割合は、男児も女児と同様に増加している。

（学校保健統計調査）
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※平成18年より痩身傾向児の算出方法が変更になっている。

Ａ－４ 児童・生徒における痩身傾向児の割合



● 学童期における歯科保健について

【10代における歯肉炎保有者の割合】

現状 目標

平成11年度 平成17年度 平成23年度 平成34年度

23.3％ 25.1％ 25.7％ 20％

※軽度の歯肉炎症の代表的な所見である出血を表す コード１を有する者を
歯肉炎保有者とした。

（平成11年及び平成17年歯科疾患実態調査結果より）

○歯肉炎予防は学齢期の口腔保健の向上を
図る上で重要な課題であり、成人期以降の
歯周病対策にもつながる大きな健康課題。

○歯肉に炎症がある中高生の割合は、平成
11年から推移に変化なし。

○歯肉炎は正しい歯口清掃を行うことで可逆
的に改善するもの

（参考）う蝕のある12歳児の割合

（％）

○小児の健全な育成のためにう蝕予防
は重要。

○フッ化物歯磨剤の市場占有ならびに
使用者割合ともに約９割に達している。

（学校保健統計調査より）

（「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」に関する目標等について）
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Ａ－９ 歯肉に炎症がある中高生の割合
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● 低出生体重児の割合の年次推移

全妊娠期間及び妊娠37週以降における2500g未満の割合
％

全妊娠期間

妊娠37週以降

Ｂ－２ 低出生体重児の割合の推移

（人口動態統計）
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● 低出生体重児（全出生児中の2,500g未満の児の割合）

（OECD Health Data ）

％
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出生数及び出生体重2,500g未満（1,500g未満）の
出生割合の年次推移
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満40週以上

36～39
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満27週まで

在胎週数別出生割合（累積）の年次推移

（人口動態統計）
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Ｃ－２ 妊娠中の世帯における喫煙率（新）
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● 妊娠中の父親の喫煙率

妊娠中の父喫煙率

(3.4カ月児)

妊娠中の父喫煙率

(1歳6か月児)

妊娠中の父喫煙率

(3歳児)

厚生労働科学研究（子ども家庭総合研究等：山縣班）
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● 妊娠判明時の父親の喫煙率

妊娠判明時の父喫煙

率(3.4カ月児)

妊娠判明時の父喫煙

率(1歳6か月児)

妊娠判明時の父喫煙

率(3歳児)

調査なし

調査なし

厚生労働科学研究（子ども家庭総合研究等：山縣班）



Ｃ－２ 妊娠中の世帯における喫煙率（新）
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● 育児期間中の父親の喫煙率
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（乳幼児身体発育調査（策定時）、厚生労働科学研究（子ども家庭総合研究等：山縣班））

48.9
43

48.5 47.8

50.5
57 50.5 51.4

0.6 1 0.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

山梨県 宮崎県 静岡県 全体

9.無記入

2.はい

1.いいえ

無記入

はい

いいえ

Ａ 県 Ｂ 県 Ｃ 県 全国

● お子さんの同居家族に喫煙者はいますか。
子どもがいる家庭の喫煙率は、約50%

平成23年度厚生労働科学研究「健やか親子２１を推進するための母子保健情報の利活用に関する研究」（研究代表者：山縣然太朗）より

Ｃ－２ 妊娠中の世帯における喫煙率（新）
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● 20歳代の妊婦とパートナーの喫煙率 2012年

平均：６０ 平均：２７．５

・妊娠前の20歳代女性の喫煙率は、一般集団の２．４倍。
・20歳代の妊婦の配偶者の喫煙率は、一般集団の２．０倍。

Ｃ－２ 妊娠中の世帯における喫煙率（新）

妊婦とパートナーは一般集団よりも喫煙率が高い
～JT調査とエコチル調査の結果～

Ｈ25.4.1 現在（医政局指導課調べ）

実施（深夜も実施）

実施

※平成22年7月5日より全国で実施

● 小児救急電話相談♯８０００の実施状況

Ｃ－６ 小児救急電話相談（♯8000）を知っている母親の割合（新）



Ｃ－８ 利用者にとって安心して育児相談ができる体制を整えている
（例：インターネット等）地方公共団体の割合（新）

94.4 

79.7 

58.0 

69.0 

17.9 

55.1 

22.0 

25.5 

18.3 

7.6 

2.9 

0.3 

92.8 

86.4 

54.0 

53.4 

50.6 

44.5 

18.7 

12.2 

11.7 

7.3 

4.5 

0.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

雑誌

インターネット

書籍・雑誌別冊（ムック）

メーカーカタログ・通信販売カタログ

携帯サイト・配信サービス

テレビ・ラジオ

店員・店頭

新聞

妊婦向けの運動などの習い事

ビデオ・DVD

その他

特になし
2006年
2011年

● 妊娠・出産の情報を得るために利用したことがあるもの（妊娠期妻・経年比較）

注１）複数回答。

注２）2011年の降順で掲示。

ベネッセ教育総合研究所「第２回妊娠出産子育て基本調査」（2011年）

全体
（907）

24歳以下
(66)

25～29歳
(280)

30～34歳
(321)

35歳以上
(210)

雑誌 73.8 81.8 79.3 71.7 67.1 

インターネット 70.2 54.5 70.0 71.3 76.7 

携帯サイト・配信サービス 34.4 69.7 40.7 30.8 21.4 

書籍・雑誌別冊（ムック） 32.6 27.3 27.5 34.0 40.0 

メーカーカタログ・通信販売カタログ 22.6 10.6 20.0 25.5 25.7 

テレビ・ラジオ 9.2 10.6 9.6 11.2 4.8 

妊婦向けの運動などの習い事 4.9 0.0 3.6 7.2 4.8 

店員・店頭 3.7 6.1 2.1 3.1 6.2 

新聞 2.4 1.5 2.5 2.2 3.3 

ビデオ・ＤＶＤ 0.4 0.0 0.7 0.0 1.0 

その他 3.1 3.0 2.1 1.6 6.7 

● 現在、よく利用している情報源（2011年・妊娠期妻・年齢別）

注１）「利用したことがある」と選択した項目中、3項目まで選択。

注2)全体での降順。

ベネッセ教育総合研究所「第２回妊娠出産子育て基本調査」（2011年）

Ｃ－８ 利用者にとって安心して育児相談ができる体制を整えている
（例：インターネット等）地方公共団体の割合（新）

(%)



Ｃ－12 個人の希望する子ども数など（新）

1.89 1.93 1.96 1.9 1.84 1.79 1.77 1.71
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平均出生子ども数・平均理想子ども数・平均予定子ども数の年次推移

平均出生子ども数 平均予定子ども数 平均理想子ども数

「社会保障・人口問題基本調査（出生動向基本調査）」（国立社会保障・人口問題研究所）

● 障害児施設・事業の一元化 イメージ

児童デイサービス

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業）

障害児通所支援

・児童発達支援
・医療型児童発達支援
・放課後等デイサービス

・保育所等訪問支援

障害児入所支援

・福祉型障害児入所施設
・医療型障害児入所施設

通
所
サ
ー
ビ
ス

入
所
サ
ー
ビ
ス

知的障害児通園施設

難聴幼児通園施設

肢体不自由児通園施設（医）

知的障害児施設
第一種自閉症児施設（医）
第二種自閉症児施設

盲児施設
ろうあ児施設

肢体不自由児施設（医）
肢体不自由児療護施設

重症心身障害児施設（医）

＜＜ 障害者自立支援法 ＞＞

＜＜ 児童福祉法 ＞＞

（医）とあるのは医療の提供を
行っているもの

＜＜ 児童福祉法 ＞＞

○ 障害児支援の強化を図るため、従来の障害種別で分かれていた施設体系について、通所・入所
の利用形態の別により一元化。（平成２４年４月施行）

【市町村】 【市町村】

【都道府県】

【都道府県】

16

Ｄ－７ 就学前の障害児に対する通所支援の利用者数（新）



● 就学前の障害者通所支援

対象者 サービス内容 事業所数 利用者数

児童発達
支援

療育の観点から集団療育及
び個別療育を行う必要があ
ると認められる未就学の障
害児。
①市町村等が行う乳幼児健
診等で療育の必要性がある
と認められた児童、②保育
所や幼稚園に在籍している
が、併せて、指定児童発達
支援事業所において、専門
的な療育・訓練を受ける必
要があると認められた児童。

日常生活における基本的な動
作の指導、知識技能の付与、
集団生活への適応訓練、その
他必要な支援を行う。

2,384
（※）

56,010
（※）

医療型

児童発達
支援

肢体不自由があり、理学療
法等の機能訓練又は医学的
管理下での支援が必要と認
められた障害児。

日常生活における基本的な動
作の指導、知識技能の付与、
集団生活への適応訓練、その
他必要な支援及び治療を行う。

102
（※）

2,501
（※）

保育所等
訪問支援

保育所、幼稚園、小学校、
特別支援学校、認定こども
園、その他児童が集団生活
を営む施設に通う障害児で
あって、当該施設を訪問し、
専門的な支援が必要と認め
られた障害児。

保育所等を訪問し、障害児以
外の児童との集団生活への適
応のための専門的な支援、そ
の他必要な支援を行う。

164
（※）

589
（※）

17（※国保連平成25年８月実績）

保健

センター

就
労
・
地
域
に
お
け
る
支
援

保育所

幼稚園

認定こども園
放課後

児童クラブ

小学校

放課後等デイサービス

児童発達支援

障害児入所支援

● 障害児のライフステージに応じた支援

中学校 高校

在宅サービス（ホームヘルプ、ショートステイなど）

個別支援計画の作成・支援会議の開催による一貫した支援

・ 個別の支援計画を作成し、関係者の連携により支援を行う。

・ 特に、障害の気づき時、入学、進学、卒業時等の節目において支援。

保育所等訪問支援

（自立支援）協議会

医療型児童発達支援



Ｄ－８ 障害児支援を主要な課題とする協議体の設置市町村数 (新）

○ 従前より、自立支援協議会として、地域の関係者が集まり、地域における課題
を共有し、その課題を踏まえて、地域のサービス基盤の整備を進めていく重要な
役割を担っているが、協議会の法律上の位置付けが不明確であったことから、障
害者自立支援法等の一部改正により、平成２４年４月から設置の促進や運営の活
性化を図るため、法定化。

○ さらに、障害者総合支援法の成立により、平成２５年４月から自立支援協議会
の名称を、地域の実情に応じて変更できるよう「協議会」に変更。

○ 地方公共団体は協議会を設置するよう努めることとし、構成員についても「障
害者等及びその家族」が含まれる旨を明記。

● 市町村の(自立支援)協議会の役割

保健・医療

当事者サービス事業者

子育て支援

相談支援事業者

協議会

企業・就労支援

高齢者介護

行政機関

障害者相談員

民生委員・児童委員

学校

宅建業者

○ 全国の児童相談所での児童虐待に関する相談対応件数は、児童虐待防止法施行前の平成１１年度に
比べ、 平成２４年度は５．７倍に増加。

1,101 1,171 1,372 1,611 1,961 2,722 4,102 5,352 6,932
11,631

17,725
23,274 23,738

26,569
33,408 34,472
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42,664
44,211

56,384
59,919

66,701
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○ 児童虐待によって子どもが死亡した件数は、高い水準で推移。

※ 第１次報告から第９次報告までの「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」より

第１次報告 第２次報告 第３次報告 第４次報告 第５次報告 第６次報告 第７次報告 第８次報告 第９次報告
（H23.4.1～
H24.3.31）

（H15.7.1～
H15.12.31）

（H16.1.1～
H16.12.31）

（H17.1.1～
H17.12.31）

（H18.1.1～
H18.12.31）

（H19.1.1～
H20.3.31）

（H20.4.1～
H21.3.31）

（H21.4.1～
H22.3.31）

（H22.4.1～
H23.3.31）

虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計
虐待
死

心中 計

例
数

24 － 24 48 5 53 51 19 70 52 48 100 73 42 115 64 43 107 47 30 77 45 37 82 56 29 85

人
数

25 － 25 50 8 58 56 30 86 61 65 126 78 64 142 67 61 128 49 39 88 51 47 98 58 41 99

20

※ 平成22年度は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値

Ｅ－１・Ｅ－７ 児童虐待相談の対応件数、及び虐待による死亡事例件数の推移



○ 全国の市町村における児童虐待に関する相談対応件数は、年々増加傾向にある。

Ｅ－８ 市町村児童虐待相談対応件数（新）、及び経路別件数の推移

家族
親戚

近隣
知人

児童
本人

児童
相談所

福祉
事務所

保健
センター

福祉
事務所

保健
センター

保育所
児童福
祉施設

保健所
医療
機関

警察等
児童
委員

幼稚園 学校
教育

委員会
その他 総　　数

5,652 4,891 248 7,936 1,077 1,028 3,226 3,980 4,640 584 666 949 870 1,860 524 7,218 927 3,619 49,895
 (11.3%)  (9.8%)  (0.5%)  (15.9%)  (2.2%)  (2.1%)  (6.5%)  (8.0%)  (9.3%)  (1.2%)  (1.3%)  (1.9%)  (1.7%)  (3.7%)  (1.1%)  (14.5%)  (1.9%)  (7.1%)  (100.0%)

5,928 5,494 217 8,596 1,053 1,284 3,509 4,324 4,761 511 575 1,059 819 1,770 510 7,335 880 3,657 52,282
 (11.3%)  (10.5%)  (0.4%)  (16.4%)  (2.0%)  (2.5%)  (6.7%)  (8.3%)  (9.1%)  (1.0%)  (1.1%)  (2.0%)  (1.6%)  (3.4%)  (1.0%)  (14.0%)  (1.7%)  (7.0%)  (100.0%)

6,118 6,696 269 9,166 1,151 1,130 3,631 4,065 5,328 579 656 1,049 1,048 1,910 553 8,386 1,000 3,871 56,606
 (10.8%)  (11.8%)  (0.5%)  (16.2%)  (2.0%)  (2.0%)  (6.4%)  (7.2%)  (9.4%)  (1.0%)  (1.2%)  (1.9%)  (1.9%)  (3.4%)  (1.0%)  (14.8%)  (1.8%)  (6.7%)  (100.0%)

6,724 8,466 300 11,923 1,348 1,068 4,108 5,118 5,788 527 760 1,419 1,324 1,957 716 9,654 1,199 4,833 67,232
 (10.0%)  (12.6%)  (0.4%)  (17.7%)  (2.0%)  (1.6%)  (6.1%)  (7.6%)  (8.6%)  (0.8%)  (1.1%)  (2.1%)  (2.0%)  (2.9%)  (1.1%)  (14.4%)  (1.8%)  (7.2%)  (100.0%)

7,152 8,436 273 12,730 1,109 1,074 4,873 4,923 5,853 576 883 1,467 1,679 1,791 742 10,249 1,205 5,087 70,102

 (10.2%)  (12.0%)  (0.4%)  (18.2%)  (1.6%)  (1.5%)  (7.0%)  (7.0%)  (8.3%)  (0.8%)  (1.3%)  (2.1%)  (2.4%)  (2.6%)  (1.1%)  (14.6%)  (1.7%)  (7.3%)  (100.0%)

7,214 8,566 308 13,760 1,378 1,242 4,770 5,334 5,819 605 937 1,657 2,083 1,641 679 10,320 1,143 5,744 73,200

 (9.9%)  (11.7%)  (0.4%)  (18.8%)  (1.9%)  (1.7%)  (6.5%)  (7.3%)  (7.9%)  (0.8%)  (1.3%)  (2.3%)  (2.8%)  (2.2%)  (0.9%)  (14.1%)  (1.6%)  (7.8%)  (100.0%)

都道府県
指定都市・中核市

市町村 児童福祉施設

24年度

保健所・医療機関 学校等

19年度

20年度

21年度

23年度

22年度

○ 平成２４年度において、市町村に寄せられた虐待相談の相談経路は、児童相談所、学校、近隣知人からが多い。

※平成17,18年度

は児童虐待相談対
応件数のみ調査・
集計。経路別等の
内訳はなし。
※平成22年度は東

日本大震災の影響
により、岩手県及び
宮城県（仙台市以
外）の一部、福島県
を除いて集計した
数値。

40,222 
48,457 49,895 52,282 

56,606 
67,232 70,102 73,200 
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Ｅ－３、Ｅ－４ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、
及び養育支援訪問事業の実施率の推移

・養育支援訪問事業について、平成20年度以前は育児支援家庭訪問事業の実施率を掲載。
・乳児家庭全戸訪問事業について、平成20年度以前は生後4ヶ月までの全戸訪問事業の実施率を掲載。
・平成17年度～20年度の実施率は次世代育成支援対策交付金の交付決定ベース。
・平成21年度以降の実施率は、雇用均等・児童家庭局総務課調。

58.2%

72.2%

84.1%
89.2%

92.3%

22.4% 24.6%

42.9% 45.3%

55.4%
59.5% 62.9%
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17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

乳児家庭全戸訪問事業

養育支援訪問事業
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実施市町村数 実施率 実施市町村数 実施率 実施市町村数 実施率 実施市町村数 実施率

北 海 道 179 161 89.9% 107 59.8% 滋 賀 県 19 18 94.7% 16 84.2%

青 森 県 40 32 80.0% 13 32.5% 京 都 府 26 21 80.8% 18 69.2%

岩 手 県 34 33 97.1% 29 85.3% 大 阪 府 43 40 93.0% 37 86.0%

宮 城 県 35 35 100.0% 34 97.1% 兵 庫 県 41 41 100.0% 33 80.5%

秋 田 県 25 23 92.0% 10 40.0% 奈 良 県 39 35 89.7% 26 66.7%

山 形 県 35 35 100.0% 26 74.3% 和 歌 山 県 30 29 96.7% 17 56.7%

福 島 県 59 49 83.1% 30 50.8% 鳥 取 県 19 19 100.0% 14 73.7%

茨 城 県 44 44 100.0% 31 70.5% 島 根 県 21 21 100.0% 17 81.0%

栃 木 県 27 27 100.0% 24 88.9% 岡 山 県 27 27 100.0% 27 100.0%

群 馬 県 35 33 94.3% 21 60.0% 広 島 県 23 23 100.0% 14 60.9%

埼 玉 県 64 62 96.9% 39 60.9% 山 口 県 19 19 100.0% 13 68.4%

千 葉 県 54 45 83.3% 22 40.7% 徳 島 県 24 24 100.0% 17 70.8%

東 京 都 62 49 79.0% 50 80.6% 香 川 県 17 17 100.0% 10 58.8%

神 奈 川 県 33 30 90.9% 18 54.5% 愛 媛 県 20 18 90.0% 9 45.0%

新 潟 県 30 30 100.0% 20 66.7% 高 知 県 34 21 61.8% 16 47.1%

富 山 県 15 15 100.0% 8 53.3% 福 岡 県 60 60 100.0% 44 73.3%

石 川 県 19 19 100.0% 19 100.0% 佐 賀 県 20 20 100.0% 13 65.0%

福 井 県 17 17 100.0% 9 52.9% 長 崎 県 21 21 100.0% 16 76.2%

山 梨 県 27 27 100.0% 22 81.5% 熊 本 県 45 41 91.1% 23 51.1%

長 野 県 77 68 88.3% 41 53.2% 大 分 県 18 17 94.4% 11 61.1%

岐 阜 県 42 42 100.0% 20 47.6% 宮 崎 県 26 20 76.9% 9 34.6%

静 岡 県 35 35 100.0% 20 57.1% 鹿 児 島 県 43 29 67.4% 14 32.6%

愛 知 県 54 52 96.3% 37 68.5% 沖 縄 県 41 41 100.0% 14 34.1%

三 重 県 29 28 96.6% 20 69.0% 全 国 計 1,747 1,613 92.3% 1,098 62.9%

※雇用均等・児童家庭局総務課調（平成23年7月1日現在） 平 成 22 年度 1,750 1,561 89.2% 1,041 59.5%

※各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。

養育支援訪問事業養育支援訪問事業
乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事業）
乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事業）市町村数 市町村数

平成23年度「乳児家庭全戸訪問事業」及び「養育支援訪問事業」都道府県別実施状況

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

【平成２３年度実施率：９２．３％】

養育支援訪問事業
【平成２３年度実施率：６２．９％】

調整機関
（養育支援訪問事業

中核機関）

特に

必要な

ケース

ケ
ー
ス
対
応
会
議

要保護児童対策地域協議会
（子どもを守る地域ネットワーク）

【平成２３年度設置率：９９．５％】

・ 子育て支援の情報提供
・ 母親の不安や悩みに耳

を傾ける
・ 養育環境の把握

保護者の育児、家事
等養育能力を向上さ
せるための支援

進行管理

その他の支援

（児童相談所による対応等）

保健師・助産師・看護師、保
育士、愛育班員、母子保健
推進員、児童委員、子育て
経験者等について、人材発
掘 ・研修を行い、幅広く登用

訪問内容

保健師・助産師・看護
師・保育士等

訪問者

進
行
管
理

ケ
ー
ス
対
応
会
議

母子保健法に基づく訪問事業

連

携

訪問内容

訪問者

● 発生予防と早期発見・早期対応のための連携

※乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業は、平成２１年４月より法定化・努力義務化

Ｅ－６ 要保護児童対策地域協議会に、産婦人科医が参画している市町村の割合



妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る
保健・医療・福祉の連携体制の整備について

○児童虐待による死亡事例は、乳児期の子どもが多く占めており、その背景には、母親が妊娠期から一人で悩みを
抱えていたり、産前産後の心身の不調や家庭環境の問題がある。そのため、妊娠等について相談しやすい体制や、
関わりのある機会を見逃さない体制の整備が必要。

○平成２３年７月２７日付けで「妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健・医療・
福祉の連携体制の整備について」（雇用均等･児童家庭局総務課長･母子保健課長通知）を都道府県市に通
知し、体制整備を推進

○妊娠・出産・育児期に関わる関係機関が、養育支援を特に必要とする母親（家庭）を早期に把握し、各関
係機関が連携し早期から養育支援を行うことが必要。

妊娠 出産 子育てスタート

行
政
機
関

医療機関

妊娠の届出

妊婦訪問

妊娠届け時に面接し、妊婦の身体的、
精神的、経済的状態などを把握し、支援
の要否を確認
支援が必要な場合は、特定妊婦として
妊娠期から関係機関と連携し早期から支
援

乳児家庭全戸訪問
（こんにちは赤ちゃん）

妊娠に関する相談
妊婦健診

出産

産後健診

早期に養育支援が必要な妊産
婦や子どもがいる家庭につい
て、市町村へ情報提供
市町村と連携して医療の提供
家庭に対し、地域の母子保健
サービスや窓口の情報提供

新生児訪問

未熟児訪問

養育支援訪問養育支援訪問

地域で継続し
た支援体制
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養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の流れ
居住実態が把握できない家庭など、虐待発生リスクが高い家庭について市町村の関係部門・関係機関間で速やかな情報共有を図ること
が必要

出
生
届

乳児
家庭

全戸
訪問
事業

３
歳
児
健
診

就
学
時
健
診

虐
待
対
応
部
門

母
子
保
健
部
門

○家庭訪問や電話、文書等により受診勧奨
○同時に未受診等の理由、背景等を調査

○ 支援について検討が必要な家庭
→ 保健・福祉サービス等の提供状況、関係機関の関与状況等の調査

要保護児童対策地域協議会で情報を共有
○ 居住実態が把握できない家庭
→ 家庭の実態把握

◆住民基本台帳や戸籍の記載事項、生活保護、児童手当・児童扶養手当等の受給状況等の詳細な調査
◆児童相談所の関与の確認

○出頭要求、臨検・捜索を活用した児童の安全確認・安全確保
○他の児童相談所の関与の確認

児童
相談所

警 察

未受診等

情報提供
・

対応協議 居住実態が把握できない家庭

行政の関与に拒否的な家庭
勧奨に合理的な理由なく応じない家庭

未受診の理由や背景等が把握できない家庭 等

通告
・
相談

行方不明届の提出
について相談

0歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳

実態が把握できない場合や虐待が疑われる
場合など、児童相談所の対応が必要な場合

所在不明の場合

予防接種

３・４
か
月
児
健
診

１歳
６か月

児
健
診

市
町
村

連絡
・

確認依頼

他の市町村へ転出を把握

転出先市町村

児童相談所の関与の確
認
情報収集、家庭の居住
状況や児童の所在確認

結果報告

教育委員会



Ｅ－２（対応案） 乳幼児揺さぶられ症候群（SBS)について

（資料提供）

国立成育医療研究センター研究所
育成社会医学研究部
部長 藤原武男先生より

● 乳幼児揺さぶられ症候群
（Shaken Baby Syndrome, SBS）とは

乳幼児が激しく揺さぶられることによって脳傷害をきたす一連の病態をさす。つまり、子ども
虐待の一つ。

欧米ではShaken Baby Syndrome（シェイクン・ベイビー・シンドローム）として知られ、日本で
も“揺さぶられっ子症候群”と訳され紹介されてきた。

しかし、“揺さぶられっ子症候群”は暴力的な揺さぶりのイメージと異なるため、日本小児科
学会は“乳幼児揺さぶられ症候群”と訳を改めた。

メカニズムを含まず、虐待による頭部外傷（Abusive Head Trauma, AHT）ということもある。

第１次報告から第８次報告（子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について）の総数の状況
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● 生後2－3か月の児の泣きの特徴

特に理由もなく泣く。

時に何をやっても泣きやまないほど

激しく泣く。

それでも正常である。

生後２－３か月の頃にピークを迎え、

次第に収まっていく。
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口塞ぎ

● 揺さぶり、口塞ぎの発生率

(%)

平成24年度厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
児童虐待の発生と重症化に関連する個人的要因と社会的要因についての研究（研究代表者：藤原武男）報告書より改変
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● SBSは氷山の一角
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